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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は競争力を強化しつつ、企業倫理と遵法の精神に基づき経営の透明性を高め、株主の立場に立って企業価値を最大化するために、

コーポレート・ガバナンスを充実することを経営上の重要課題であると考えています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

原則１－４【政策保有株式】

・政策保有株式に関する方針

当社は、中長期的な企業間取引の維持・強化、業務提携、取引先との良好な関係構築、事業の円滑な推進など、当社の企業価値向上に資すると

判断する企業の株式を政策的に保有しています。個別銘柄ごとに、将来の見通しを勘案し当社の主力事業におけるシナジー効果に繋がる様々な

検討を十分に行ったうえで総合的に保有の適否を検証し、保有の合理性のないものは縮減対象としています。なお、2022年６月末時点では27

銘柄の保有を継続しています。

・政策保有株式に係る適切な議決権行使を確保するための基準

政策保有株式に係る議決権行使については、当社ならびに投資先企業の中長期的な企業価値向上の観点から総合的に賛否を判断しており、必
要に応じて投資先企業と議案の内容についての対話を行った上で議決権を行使いたします。

原則１－７ 【関連当事者間に関する取引】

当社では、取締役及び取締役が実質的に支配する法人との競業取引及び利益相反取引は、取締役会での審議・決議を要することとし、株主総会
招集通知や有価証券報告書等で開示しています。当社取締役が実質的に支配する法人及び主要株主が当社顧客として取引を行う場合、会社に
不利益とならない体制を整えています。

原則２－４－１ 【女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】

(1) 多様性の確保について

当社は事業活動を強力に推進するため、女性、外国人、様々な職歴をもつキャリア採用者など、多様な人材の採用、起用を積極的かつ継続的に
行い、それぞれの特性や能力を最大限活かせる職場環境の整備やマネジメント層の教育などの取り組みを進めております。中期経営計画(2021-
2023年度)では、これまでの取り組みに加え、多様なキャリアパス・働き方を促し、社員の多様性を新事業創出や海外を含む新市場の拡大に活か
すための人材施策を実行していきます。

＜女性の管理職への登用＞

当社では、女性活躍推進を積極的に行っており、管理職への女性社員の登用のほか、従来、男性主体であった製造現場の職長にも女性を任用
するなど、社内における職域も拡大しています。また、2030年代中に製造現場を含む女性社員比率を35％程度にすることを目指し、中長期の視点
で、あたり前に女性が活躍する環境づくりを進め、社員の自律的な成長をサポートしつつ、キャリア意識醸成に継続的に取り組み、将来的に経営
の意思決定に関わる女性社員を増やしていきます。

女性活躍関連目標

・女性管理職比率：7%（2021年度）⇒　15％（2025年度）⇒　35％（2035年度）

＜外国人の管理職への登用＞

当社では、国籍を問わない多国籍な人材採用を継続的に進めており、毎年数名の外国人が入社しています。現在は外国人の管理職への任用ま
では結びついておりませんが、継続的な採用を通じて母集団を形成し、2025年までに2%、2035年までに5%以上に高めてまいります。また当社グ
ループでは海外を含む関係会社においては、事業運営の中核を担う役員ポスト約60のうち、約25％で外国人人材が活躍しております。今後も
マーケットイン視点と現地ネットワークを活用した事業領域の拡大、機能強化による競争優位の実現に向け、継続的に本水準を維持・向上できる
よう取り組みます。

＜中途採用者の管理職への登用＞

当社が掲げる「多様性を競争力」とするため、現在、当社管理職ポストにおける中途採用者の割合は約3割、役員ポストは約8割を占めておりま
す。今後も引き続き、経営人材、DX等の専門人材の補完、女性・外国人等の多様性を強化する方針のもと、毎年の新規採用者数の半数程度を中
途採用者としていく予定です。

(2) 多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況

労働力不足・働く価値観の変化など労働環境が大きく変わる中、当社で働く社員が高いモチベーションを持ち、多様なキャリアパスや働き方を実現



できる取り組みを進めています。

・ジョブ型人事制度

現状の役割による人事制度の運用をさらに推し進め、年齢や性別等の属性によらないジョブ型の人事制度を2022年4月に導入いたしました。社員
一人ひとりが新たなキャリアパスで活躍し続けられるよう支援していきます。

・人材育成方針

あらたなジョブ型制度のもと、社員一人ひとりの成長に向け、教育・研修体系の拡充とともに、経営の中核を担う人材を輩出するために海外での実
務経験を含めた戦略的なローテーションのしくみを構築していきます。

・社内環境整備

多様な人材が活躍できるよう、コロナ禍で拡大したテレワークなどの新しい働き方について、恒久的な施策として検討していきます。

原則２－６【企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社には、企業年金基金制度はございませんが、社員の安定的な資産形成のため、企業型確定拠出年金制度を導入しています。

原則３－１【情報開示の充実】

（１）経営理念や決算短信、有価証券報告書、決算説明資料等を当社ホームページ

( https://www.zacros.co.jp/company-profile/zacros/ , https://www.zacros.co.jp/ir/library/ ）等にて開示しています。

（２）コーポレート・ガバナンスの基本方針を当社ホームページ（ https://www.zacros.co.jp/company-profile/corporate-governance/ ）、コーポレー

ト・ガバナンスに関する報告書、有価証券報告書及び株主総会招集通知等にて開示しています。

（３）取締役の報酬等については、Ⅱ(報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容)に記載しておりますのでご参照願います。

（４）取締役候補の指名手続きについては、下記の事項等を総合的に判断し、指名の手続きを行っています。

また、独立性、客観性、透明性ある手続を確立するため、2022年6月開催の取締役会において、独立社外取締役が委員長を務める任意の指名・
報酬委員会を設置いたしました。これにより、経営陣幹部の指名について、同委員会への諮問・答申のプロセスを経たうえで、取締役会において
決定する体制を整備いたしました。 なお、取締役候補者については、取締役会で決定したのち、株主総会議案として付議することにしておりま

す。　

（イ）経営幹部及び取締役候補の選定について

a 当社の企業理念・経営理念に基づき、業界全体の更なる発展に貢献することを期待できる人物であること

b 管掌部門の問題を的確に把握し他の役職員と協力して問題を解決する能力があること

c 法令及び企業倫理の遵守に徹する見識を有すること

（ロ）監査等委員である取締役候補の選定について

a 当社の企業理念・経営理念に基づき、取締役の職務を執行・監査し、法令または定款違反を未然に防止すると共に、当社グループの健全な経

営と社会的信用の維持向上に努めること

b 中立的・客観的な視点から監査を行い、経営の健全性確保に貢献できること

（ハ）社外取締役候補の選定について

a 社外取締役は東京証券取引所の定める独立性の要件に従うと共に、経営、法務、財務及び会計、人事労務等の分野で指導的役割を果たし豊

富な知識と経験を有していること

b 当社が抱える課題の本質を把握し、適切に経営陣に対する意見表明や指導・監督を行う能力を有すること

なお、取締役の解任については、取締役が法令及び定款に違反する行為をした場合又はその恐れのある行為をした場合等、職務を適切に遂行
することが困難と認められる事由が生じた場合には、監査等委員会に対し、取締役会に先立ち解任理由等の説明を行い、適切な助言を得た上
で、取締役会にて決定し、株主総会に付議いたします。

（５）取締役候補者の選解任理由については、株主総会招集通知にて開示いたします。

補充原則３－１－３【サステナビリティについての取組みと人的資本・知的財産への投資】

（１） 自社のサステナビリティについての取組み

当社はサステナビリティ基本方針（別添）を公表し、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を中心に、各ステークホルダーに向け
た取組みを進めております。

（２）人的資本や知的財産への投資等

当社は、価値創出を通じて持続的に社会に貢献していくため、多様な人材が集い育つ組織作りを目指し、会社と従業員が互いに活かしあう関係を
構築し、ともに成長していく文化を創ってまいります。

その取組みについては当社ホームページ（ https://www.zacros.co.jp/sustainability/employee/ ）で開示しています。

また、知的財産への経営資源配分や事業ポートフォリオに関する戦略の実行状況については、定期的に経営戦略会議で情報共有と課題の議論
が行われており、適時に方針策定と見直しが実行されています。

（３）気候変動に係るリスク及び収益機会

TCFD提言に基づく開示（別添）をご参照ください。

補充原則４－１－１【経営陣に対する委任の範囲】

当社は、決裁権限基準に基づき、取締役会、経営戦略会議、代表取締役、管掌取締役、本部長等の意思決定機関及び意思決定者に対して、決
裁、審議、承認等に関する権限を明確に定めています。

経営の意思決定・監督機関としての取締役会と、その意思決定に基づく業務執行体制としての経営戦略会議、各事業分野の執行責任者・会議
体・執行役員を設け、経営の意思決定と業務執行の分離の確立を図っています。その概要については、当社ホームページ（https://www.zacros.co
.jp/company-profile/corporate-governance/）やコーポレート・ガバナンスに関する報告書等にて開示しています。

取締役会は、法令及び定款に定められた事項、当社及びグループ会社の重要事項等を決定しています。

原則４－９【独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社では、独立社外取締役候補者の選定にあたって、会社法や東京証券取引所が定める基準に加え、以下の当社独自の基準に抵触しない候補
者を選定しています。

(ア)当社グループの主要取引先の業務執行者。なお、主要取引先とは、直近の事業年度１年間の取引金額が当社グループまたは取引先（その親
会社および重要な子会社を含む）の連結売上高の２％を超える取引先をいう。

(イ)当社グループの主要借入先の業務執行者。なお、主要借入先とは、直近事業年度末における当社の連結総資産の２％を超える額を当社グ
ループに融資している借入先をいう。

(ウ)当社から役員報酬以外に、直近の事業年度1年間について1000万円を超える金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認会計士、
税理士またはコンサルタント等。

(エ)当社から直近の事業年度１年間について1000万円を超える寄付または助成を受けている者またはその業務執行者。



(オ)上記(ア)から(エ)までに過去２事業年度において該当していた者。

(カ)上記(ア)から(エ) に該当する者が、取締役、執行役、執行役員及び部長格以上の業務執行者またはそれらに準ずる権限を有する業務執行者

である場合、その者の配偶者または二親等以内の親族。

補充原則４－１０－１【指名・報酬委員会】

当社は、取締役等の指名と報酬について独立性・客観性・透明性を確保するため、2022年6月に任意の指名・報酬委員会を設置いたしました。同
委員会は委員４名で構成し、委員の半数を独立社外取締役とし、委員長は、独立社外取締役としております。 取締役等の指名および報酬につい

ては、同委員会への諮問・答申のプロセスを経たうえで取締役会において決定いたします。なお、取締役候補者は、株主総会議案として付議され
ます。

補充原則４－１１－１【取締役の選任方針等の開示】

当社の取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名、監査等委員である取締役は３名で構成されています。 社外取締役は３名以

上とすることを基本的な考え方としています。

選任に当たっては、当社の経営戦略に照らして取締役会が備えるべきスキルを「企業経営」「製造・開発」「営業・マーケティング」「財務・会計・法
務」「国際性・多様性」「環境・ESG」と定め、特に独立社外取締役には、他社での経営経験を有する者を含めることとしています。

これにより取締役会全体として、多様な知識・経験・能力を持った人材をバランス良く選任するよう考えています。

なお、取締役個々の選任方針・手続きにつきましては、原則３－１ (４)・(５)でご説明したとおりとなっています。

補充原則４－１１－２【取締役のほかの上場会社の役員兼任状況の開示】

当社は、社内取締役が他の上場会社の役員を兼任する場合には、取締役会の承認を要する旨を社内規程にて定めています。

加えて、年度毎に関連当事者間取引の有無・兼任状況の確認を実施しており、全取締役の兼任状況について管理する体制を構築しています。

社外取締役の他社での兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書及びコーポレート・ガバナンスに関する報告書等を通じ、毎年開示を
行っています。

社外取締役は、当社グループ以外の他の上場会社の取締役を兼任していますが、他の取締役全員は当社グループ以外の他の上場会社の役員
は兼任しておらず、取締役の業務に専念できる体制となっています。

補充原則４－１１－３【取締役会の実効性分析・評価の実施と開示】

当社では、社外取締役を含む取締役会メンバーが、多様な知見と豊富な経験に基づき活発な議論を行うなど、適時適切に経営判断を為し得るよ
う会議運営の充実に努めています。

その実効性の分析・評価については、取締役会議長がアンケート等の方法により取締役会の実効性につき各取締役の意見を徴した上、改善点等
があれば都度、取締役会に対し報告しています。

2022年度においては、取締役会付議事項の見直しについて意見がありましたので、経営戦略会議等での検討を経て、取締役会で改善案を意思
決定の予定です。

また、取締役のスキルのあり方について検討すべきとの意見がありましたので、指名・報酬委員会への諮問・答申等を経て、取締役会で議論し、
決定する予定です。

補充原則４－１４－２【取締役・監査役のトレーニング方針の開示】

取締役に対するトレーニングは、当社理念に基づいた社業の発展とともに社会、業界に寄与できる経営の遂行を目的としています。 取締役および

執行役員に就任した段階で、外部研修機関の主催する法務・会計、ガバナンス、コンプライアンス等、経営および職責に必要な研修参加や新しい
考えの習得や生きた情報に触れた自己啓発等を目的として外部団体への加入及び人的ネットワーク（異業種交流）への参加を推奨するとともに、
その費用については、取締役及び執行役員の請求等により社内規程に基づき、当社にて負担しています。また、社外取締役へは 当社事業への

理解を高める説明や研究所・事業所見学会などを行いトレーニングについては充分に配慮しています。

原則５－１【株主との建設的な対話に関する事項】

　（１）当社では、ＩＲ担当取締役を選任し、ＩＲ担当取締役が社長室、経理部および総務部等のＩＲ活動に関連する部署を管掌し、日常的な部署間の
連携を図っています。

　（２）上記ＩＲ担当取締役は、投資家からの電話取材やスモールミーティング及び個別ミーティング等のＩＲ取材を積極的に受け付けるとともに、ア
ナリスト・機関投資家向けに半期毎の決算説明会を開催し、社長及びＩＲ担当取締役が説明を行っています。

　（３）株主からの意見・懸念等は、ＩＲ担当部署の間で共有化し、重要と判断したものに関しては、経営幹部及び取締役等に報告し、さらに幹部社
員とも必要に応じて共有しています。

　（４）また、投資家との対話の際は、決算説明会やスモールミーティング、個別面談を問わず、当社の持続的成長、中長期における企業価値向上
に関わる事項を対話のテーマとし「インサイダー取引防止規程」に基づき情報の管理を徹底しています。また、各決算期日から発表日まで決算・業
績に関するコメントを差し控えるなど、インサイダー情報管理に留意しています。

　（５）株主判明調査については、必要に応じ、実施いたします。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,019,800 15.86

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,037,800 5.45

ＢＮＰ　ＰＡＲＩＢＡＳ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　ＳＥＲＶＩＣＥＳ　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／ＪＡＳＤＥＣ／ＦＩＭ／ＬＵＸ
ＥＭＢＯＵＲＧ　ＦＵＮＤＳ／ＵＣＩＴＳ　ＡＳＳＥＴＳ（常任代理人　香港上海銀行東京支店　カストディ
業務部）

860,000 4.51

有限会社キャド 724,500 3.80

有限会社エッチエヌカンパニー 718,800 3.77

藤森　美佐子 578,000 3.03



藤森　伸彦 530,300 2.78

藤森　行彦 515,500 2.70

藤森　雅彦 514,000 2.70

片岡　千弥子 480,500 2.52

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は、2022年3月31日現在です。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している



社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

坂井学 他の会社の出身者

張秋華 他の会社の出身者

小林英三 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

坂井学 ○ ○
株式会社東京証券取引所が指定を義務
付ける一般株主と利益相反が生じるおそ
れが無い独立役員です。

研究開発及び会社経営における長年の経験と
見識を当社の経営に反映してもらうため選任し
た。また、一般株主との利益相反が生じるおそ
れのない独立性要件を満たし、経営者として豊
富経験とキャリア、高度な経営判断能力を有す
る者であると判断したため、独立役員に選任し
た。

張秋華 ○ ○
株式会社東京証券取引所が指定を義務
付ける一般株主と利益相反が生じるおそ
れが無い独立役員です。

国際的金融業界の経験者として培われた高度
な専門的知識を当社の経営に反映してもらうた
め選任した。また、一般株主との利益相反が生
じるおそれのない独立性要件を満たし、高度な
法的知識や経験、財務会計的知見を有する者
であると判断したため、独立役員に選任した。

小林英三 ○ ○
株式会社東京証券取引所が指定を義務
付ける一般株主と利益相反が生じるおそ
れが無い独立役員です。

金融業務及び会社経営に長年携わり、その経
験と培われた見識を当社の経営に反映しても
らうため選任した。また、一般株主との利益相
反が生じるおそれのない独立性要件を満たし、
高度な法的知識や経験、財務会計的知見を有
する者であると判断したため、独立役員に選任
した。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 0 0 3 社外取締役



監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会は必要に応じて、監査等委員会の業務補助のため監査スタッフを置くことができるものとし、監査等委員会より監査業務に必要な

命令を受けた使用人はその命令に関して、取締役（監査等委員である取締役を除く。）等の指揮命令を受けないものとしている。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員である取締役および監査スタッフは重要会議への出席、事務所・研究所・子会社などへの往査、管理部門のヒアリングなどの他、代表
取締役との意見交換、決裁書類の監査などを実施している。

会計監査人及び内部監査部門として設置された監査室とは定期的な打合せを行い、それぞれ必要に応じて相互の情報交換・意見交換を行うなど
の連携を密にし、監査の実効性と効率性の向上を目指している。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

補足説明

2022年6月の取締役会決議に基づき、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬委員会を設置いたしました。同委員会は、取締役等の指名・
報酬に関する手続きの客観性、透明性、公正性を明確にし、コーポレート・ガバナンスの充実と強化を図ることを目的としております。同委員会の
委員は、これら目的を達成することを踏まえて、取締役会の決議によって選定されております。現在は、委員数４名で、張秋華（委員長、社外取締
役）、坂井学（社外取締役）、藤森明彦（代表取締役会長）、布山英士（代表取締役社長）で構成されております。同委員会で審議された内容につい
ては、取締役会に答申し、その決定は取締役会で行います。同委員会の設置により、経営陣幹部の指名・報酬等にかかる評価・意思決定プロセ
スの透明性及び客観性を確保し、取締役会の監督機能及び株主の皆様への説明責任の強化を図り、コーポレート・ガバナンス体制の更なる充実
に努めます。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

当社では、独立役員の資格を満たす社外取締役をすべて独立役員に指定することとしています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他



該当項目に関する補足説明

2021年6月18日の定時株主総会において、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主との一層の価値共有を進
めることを目的として、従来のストック・オプション報酬制度に代えて、譲渡制限付株式報酬制度の導入を決議しました。

譲渡制限付株式報酬の付与対象者：取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び非常勤取締役を除く。）

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬額につきましては、有価証券報告書、事業報告において開示し、有価証券報告書および事業報告は、当社ホームページに掲載し、

公衆の縦覧に供しております。

なお、企業内容等の開示に関する内閣府令が規定する個別開示基準(連結報酬額1億円以上)の該当者はおりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、取締役会にて取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。その内容は以下のとおりであります。

〔報酬についての考え方〕

１．業務を執行する取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬「月額報酬」、短期業績連動報酬である「賞与」と中長期的なインセンティブとして
の株式報酬の「譲渡制限付株式報酬」で構成し会社業績ならびに職責や成果を反映した報酬体系とします。

２．社外取締役及び非常勤取締役、監査等委員である取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬「月額報酬」のみで構成します。

３．報酬額は株主総会にて決議された報酬限度額範囲内とします。

４．報酬水準は、同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業のベンチマークを踏まえ、当社業績等を反映し役位役割に応じた報酬を
外部専門機関の調査、助言をもとに監査等委員である取締役と検討し取締役会で決定します。監査等委員である取締役の報酬については監査
等委員会にて検討し決定します。

５．報酬制度設計は、事業規模や環境変化、当社業績等を反映した役位役割に応じた役員の報酬を外部専門機関の調査、助言や監査等委員で
ある取締役との検討を行い、役員報酬規程等を取締役会にて決議して定めます。

イ．基本報酬に関する方針

取締役の基本報酬は、月例の固定報酬にて監督報酬と執行報酬に区分して役位役割に応じ、当社の事業規模、経営環境等から適正な水準を設
定します。

ロ．業績連動報酬等に関する方針

賞与は、業績目標（KPI）および企業価値・株主価値向上対する項目を反映した算定基準に基づき目標達成度を指標として金額を算定します。

ハ．非金銭報酬等に関する方針

中長期業績連動報酬（株式報酬）として、経営計画の達成度や企業価値の向上に資することを目的として、業務を執行する取締役に対し、譲渡制
限付株式を付与し、任期満了前の退任等の合理的理由がある場合を除き、制限未解除の本割当株式は会社が無償にて取得します。

ニ．報酬等の決定の委任に関する事項

（ⅰ）代表取締役社長は、役員の報酬規程等に基づき各取締役の基本報酬の額および評価等についての委任をうけ、各取締役の担当事業等の
業績等を踏まえた賞与の評価配分を決定します。

（ⅱ）取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、役員の報酬規程等の審議を行い、上記の委任をうけた代表取締
役社長は,当該規程の内容に従って決定します。なお、株式報酬は、法令、株主総会での決議に基づき、取締役会で取締役個人別の割当株式数
を決議します。



【社外取締役のサポート体制】

就任時は資料による製品説明や社内用語についての事前説明を実施。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

「取締役会」は取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名および監査等委員である取締役３名の計９名で構成され、原則として月１回開催し、
経営に関する重要な意思決定を行うとともに取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員による業務執行を監督しており、取締役会
規程に基づき運営しております。

「経営戦略会議」は、常勤の取締役（監査等委員である取締役、非常勤取締役を除く。）５名と専務執行役員３名で構成され、原則週1回開催し、当
社及び当社グループの経営に関する重要な事項について審議し、執行側権限範囲について意思決定するとともに、取締役会専決事項および取
締役会に報告すべき事項を審議しています。

　・2001年より、執行役員制度を導入しています。

　・顧問弁護士には、コンプライアンスに関する事項などについて、必要に応じて指導、助言を受けています。

「会計監査」については、ＥＹ新日本有限責任監査法人を選任しておりますが、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員
と

当社との間には、特別の利害関係はありません。

当社は、同監査法人との間で監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っています。

当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数は、次のとおりです。

　業務を執行した公認会計士の氏名　継続監査年数

　　指定社員業務執行社員葛貫 誠司― （注）

　　指定社員業務執行社員島藤 章太郎― （注）

　　（注）継続監査年数が7年以下であるため、継続監査年数の記載は省略しています。

監査業務に係る補助者の構成は、次のとおりです。

　監査業務に係る補助者の構成人数

　　公認会計士5名

　　その他 13名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図り、中・長期での企業価値の向上を図るため監査等委員会の体制を採用することで、監査等委員であ
る取締役が取締役会における議決権を持つこと等により、監査・監督機能が更に強化されること、複数の独立取締役により意見がより活発に提起
され経営の透明性と機動性の向上を図れることとあわせて海外のステークホルダーからの理解も得られやすくなると考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 早期に発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定 集中日を回避した株主総会日程を設定し、実施しています。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を可能としています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2022年3月期にかかる株主総会より議決権電子行使プラットフォームへの参加を採用して
います。

招集通知（要約）の英文での提供 英文での提供を実施しております。

２．ＩＲに関する活動状況



補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 定期的に開催しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

毎年5月、11月の2回、社長による決算説明会を実施、また、アナリスト、機関
投資家のインタビューを受け入れ、スモールミーティングの実施も随時行って
います。

あり

IR資料のホームページ掲載
法定および任意の開示資料、適時開示資料、有価証券報告書（四半期報告
書）、決算説明会のダイジェスト版、決算短信（四半期財務・業績の概況）、株
主総会招集通知、株主通信を掲載しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社及びグループ各社は「お客様、お取引先、株主様、地域の方々、従業員、行政、

地球環境等」すべてのステークホルダーに対する倫理的な対応、遵法の確保について

「藤森工業グループ企業行動憲章」に定め翻訳のうえ、国内外の全拠点に配布していま
す。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は「藤森工業グループ企業行動憲章」ならびに「ZACROS環境憲章」に『地球環境への
負荷を低減し、持続可能な社会づくり…』、『省エネルギー、省資源、環境保全に貢献し得
る革新的な技術と製品・サービスを開発し社会に提供…』を掲げ、環境経営にも積極的に
取り組んでおり、また、次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の推進なども全社に
展開しています。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、会社法に基づく「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために

必要なものとして法務省令で定める体制の整備」を以下のとおり定め、かかる体制の下で会社の業務の適法性・効率性の確保ならびにリスクの

管理に努めるとともに、社会経済情勢その他環境の変化に応じて不断の見直しを行い、その改善・充実を図っています。

１．取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　イ．当社は、コンプライアンス体制の基礎として、藤森工業グループ企業行動憲章及びコンプライアンス基本規程を定め、これを周知・徹底すると

　　　ともに、取締役は法令及び倫理規範の遵守を率先垂範する。また、社長を委員長とし、原則として社外弁護士も参加する「コンプライアンス・

　　　リスク管理委員会」を設置し、コンプライアンス体制の整備、維持、モニタリング及び改善を図ることとする。なお、必要に応じて

　　　各担当部署にて、規則・ガイドラインの策定、研修の実施を行うものとする。

　ロ. 当社は、内部監査部門として執行部門から独立した監査室を置く。

　ハ. 取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事態・事実を発見した場合には直ちに社長ならびに

　　　監査等委員会に報告するものとする。

　ニ. 当社は、法令違反その他のコンプライアンスに関する事項についての社内報告体制として、監査等委員会、社外弁護士、総務部長を直接の

　　　情報受領者とする社内通報システムを整備し、社内通報規程に基づきコンプライアンス・リスク管理委員会にて対応及びその運用と再発防止

　　　対策の整備を行うこととする。

　ホ. 監査等委員である取締役は当社の法令遵守体制及び社内通報システムの運用に問題があるときは、意見を述べるとともに、

　　　改善策の策定を求めることができるものとする。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

当社は、取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づきその保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で

保存・管理することとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「リスク管理規程」に基づき、リスク管理全体を統括する組織として社長を委員長とする「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設ける。

有事においては、社長を本部長とする「危機管理対策本部」（災害時においては災害対策本部）を設置し「危機管理規程」及び「防災規程」に

基づき損害を最小限に止め、事業継続及び早期復旧への態勢を整える。なお、平時においては、事業部・各部門が中心に、その有するリスクの

洗い出しを行い、そのリスクの予防・軽減活動等に取り組むこととする。

４．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

　イ. 当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回定時に開催するほか、

　　　必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、事前に常勤の取締役（監査等

　　　委員である取締役、非常勤取締役を除く。）で構成される経営戦略会議において議論を行い、その審議を経て執行決定を行うものとする。



　ロ. 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程において、それぞれの責任者及びその職務権限、執行手続きの

　　　詳細について定めることとする。

５．株式会社ならびにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　イ. 当社グループは、「コンプライアンス・リスク管理委員会」がグループ全体のコンプライアンス及びリスク管理を統括・推進する体制とし、

　　　グループ全体のコンプライアンス及びリスク管理体制の整備及び維持を図ることとする。グループ会社における業務の適正を確保するため、

　　　グループ会社全てに適用する「藤森工業グループ企業行動憲章」を定め、これを基礎として、グループ各社で諸規程を定めるものとする。

　　　経営管理については、関係会社管理規程に従い、当社への決裁・報告制度による子会社経営の管理を行うものとし、必要に応じて

　　　モニタリングを行うものとする。当社取締役・使用人、グループ会社取締役・使用人は、グループ会社において法令違反

　　　その他コンプライアンスに関する重要な事態・事実を発見した場合には、監査等委員会に報告するものとする。

　ロ. グループ会社は、当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他コンプライアンス上問題があると認めた場合には、

　　　当社の監査等委員会に報告するものとし、監査等委員会は意見を述べるとともに改善策の策定を求めることができるものとする。

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性及び監査等委員会の当該使用人に対する

指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会は必要に応じて、監査等委員会の業務補助のため監査スタッフを置くことができるものとし、監査等委員会より監査業務に

必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、（監査等委員である取締役を除く。）取締役等の指揮命令を受けないものとする。

７．取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実がある事を発見したときは、法令に従い、直ちに監査等委員会に報告する。

また監査等委員である取締役は、取締役会の他、重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、

また必要に応じて取締役または使用人に説明を求めることができることとする。

なお、使用人は会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び法令・定款違反に関する重大な事実を発見した場合は、監査等委員会に

直接報告するものとする。

８．監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会と代表取締役社長との間の定期的な意見交換会を設定する。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、社長の指示の下、

財務報告に係る内部統制を整備し、運用する体制を構築するものとする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は反社会的勢力を排除することを目的として、藤森工業グループ企業行動憲章に「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力

及び団体とは決して関わりを持たず、また、これらから圧力を受けた場合は、毅然とした対応をとること」と定めており、反社会的勢力による

不当な行為に対しては、所轄警察署、顧問弁護士等の外部専門機関と連携して対応するものとする。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



【コーポレート・ガバナンス体制図】 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

【適時開示体制の概要】  

当社は、株主・投資家の当社に対する適正な理解と評価を促進し、お客様、株主、
従業員、さらにはサプライヤー等すべてのステークホルダーの方々に誇りをもってい
ただける企業になるために、従来から金融商品取引法等の法令および当社の有価証券
を上場している証券取引所の規則の遵守と当社の業務に関する重要な情報の適時開示
に取り組んでおります。  

財務情報に関しては経理部に、経営関連の情報に関しては社長室に情報が集約され
ます。そして情報取扱責任者である総務部長を経て、取締役会または代表取締役の決
定により適時・適正な開示を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【会社情報適時開示の流れ】 

情報を所管する各部門・関係会社 

各部門長 

取締役会 

総務部長 

提議 

代表取締役 

承認 

情報開示 

確認 

回答 

弁護士・公認会計士 

経理部・社長室 

または 



 

 

【サステナビリティ基本方針】 

 
項目 内容 

基本方針 ZACROS グループは「『つつむ心』で寄り添い、なくてはならない豊かさへ。 

私たちは、次の世代に誇れる未来をつくり続けます」を ZACROS GROUP CONCEPT として

掲げ、食品、生活用品から医療医薬、情報電子、建築・土木資材などのあらゆる分野

で様々なステークホルダーと共に１００年の歴史を歩んできました。 

「つつむ心」とは、私たちが受け継いできた DNA であり、「守る」「分ける」「届け

る」「支える」「つなぐ」などアイデアとひと手間をていねいに積み重ねる精神で、

人と技術を育て、想いを形にすることです。 

私たちはこれからもステークホルダーと共に、より豊かで永続的な、次の世代に誇れ

る未来をつくり続けます。 

お客様 常に未来社会とお客様視点に立って行動し、お客様と共に価値を創り出します。 

従業員 当社は価値創出を通じて持続的に社会に貢献していくため、多様な人材が集い育つ組

織作りを目指します。会社と従業員が互いに活かしあう関係を構築し、ともに成長し

ていく文化を創っていきます。 

お取引先様 透明で公正な取引により、相互の信頼関係を築き、すべての取引先を尊重し、お互い

の持続的な発展に努めます。 

また、取引に当たっては、環境・人権等への取組みを考慮します。 

地球環境 地球環境の保全が人類に共通する最重要課題であることを認識し、自らの事業活動が

環境に与えている影響を評価し、環境負荷の低減に向けた活動を推進していきます。 

また、環境に配慮した製品およびサービスの開発とその提案に努め、様々な活動を通

して環境改善に寄与します。 

地域社会 各国・地域の文化・慣習を尊重し、地域社会との調和に努め、地域の発展に貢献しま

す。 

株主の皆様 株主や投資家の皆様との対話を大切にし、信頼を得られるよう努めます。 

有形・無形の経営資源を最大限に活かし、持続的な企業価値の向上に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【取締役のスキル・マトリックス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

【TCFD 提言に基づく開示】 
 

TCFD 提言への対応 

当社グループでは “ZACROS GROUP CONCEPT” を策定し、『次の世代に誇れる未来をつくり続ける』ことを目指し

ていますが、気候変動はこの実現に対する大きなリスクといえます。当社グループでは、この気候変動によるリスクに対応す

るとともに、環境保護に貢献する事業を拡大する機会と捉え、積極的に活動を推進していきます。当社グループは TCFD

提言に基づき、気候変動に関連する情報開示を行い、投資家との対話を行っていきます。 

 

1. ガバナンス 

当社グループの取締役会は、気候変動問題への対応を重要な経営課題の１つとして認識しており、気候変動対応へ

の取組みに対し監督を行っております。具体的には、取締役会や経営戦略会議などの会議体において、経営戦略や経

営計画等に関し、気候変動問題に関する「リスク」や「機会」を踏まえた審議を行っており、必要に応じて各事業部・各部

門から報告を受け、監督を実施しております。 

加えて、当社グループはサステナビリティをグループ全体の経営課題として明確に位置づけ、マテリアリティ（重要課題）

に対する取組みを推進するために、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を設置しており、取締役会の

監督のもと、環境対応（気候変動、環境負荷物質削減等）を含めたサステナビリティに関する活動を推進しています。サ

ステナビリティ委員会は、取締役会に対しサステナビリティに関する状況を定期的に報告し、その指示・助言を受けることとし

ています。 

 

 

＜ガバナンス体制図＞ 

代表取締役社長（議長 / 委員長） 

サステナビリティ 

委員会 
経営戦略会議 

コンプライアンス・ 

リスク管理委員会 

取締役会 

報告 

実施計画指示 

各事業部・各部門（業務執行）・グループ会社 

報告 

監督 



2. 戦略 

TCFD 提言のフレームワークに基づき、2030 年までの気候変動がもたらすリスクと機会を特定しています。より高いリスク

に対応するため、移行リスクについては 2℃のシナリオ、物理的リスクについては 4℃のシナリオで分析を実施しました。 

 

■ 2030 年を想定した財務影響および対応策  ※財務影響の評価は当社単体を対象としております。 

リスク 内容 
財務

影響 
対応策（取り組み） 

移 行 リ ス ク 

（2℃シナリオ） 

政策と法 

脱炭素化対策に係る設備投資等対

応コストの増加 
大 

 当社は 2030 年までに CO2 排出量を原単位

当たり*50％削減（2014 年比）を目指しま

す。 

*原単位：CO2 排出量/付加価値 

 エネルギー利用については、再生可能エネルギ

ーの導入や低炭素原燃料等のクリーンエネルギ

ーへのシフトを進めるとともに、省エネルギー設備

の導入等を通じた生産の効率化を進めていく

計画です。 

 バイオマス由来やリサイクルなど、炭素税や輸出

規制による影響を受けない代替材料の活用を

推進する一方、原材料コストの削減にも努めま

す。 

炭素税導入や輸出規制による原材

料価格上昇に伴う原材料仕入れコス

ト増 

大 

代替材料（再生プラなど）使用によ

る原材料コストの増加 
大 

炭素税導入による税負担の増加 大 

エネルギーコスト（電気代等）の増

加 
中 

クリーンエネルギー（電力、ガス等）

購入コストの増加 
小 

輸送コストの増加 大 

テクノロジー 

リサイクル製品開発コストの増加 
中 

 リサイクル製品開発は市場動向を踏まえて推

進し、開発コストの効果的な回収に努めます。 

 回収やメンテナンスの実施にはコストを伴います

が、詳細なコスト管理を行い、収益に対するリス

クを軽減してまいります。 

回収・メンテナンス（再生）費用の増

加 大 

市場 

環境配慮型製品/低炭素排出製品

の開発遅延による販売機会の逸失 ※ 

 環境配慮型製品の開発強化（モノマテリアル

製品、蓄電池関連、ゼロエネルギー住宅/ビル

関連製品 等）を行います。 

石油由来材料を利用した製品の市

場縮小による収益の減少 - 

 短期的にはリスクとなることを想定しておりません

が、中長期的なリスクとして認識しており、市場

の動向を注視してまいります。 

評判 

気候変動対応遅延からの評判悪化

による売上減少、ダイベストメント、株

価下落 

※ 

 株主や投資家の皆様との気候変動に関するコ

ミュニケーションを強化しながら、適時適切な情

報開示を行います。 

物 理 的 リ ス ク 

（4℃シナリオ） 

急性 

自然災害による拠点・従業員等への

被害発生、操業停止、生産減少、

設備復旧コスト増等 

小 

 各拠点における異常気象物理的リスクを詳細

に把握しながら、BCP 策定や保険の導入、リス

ク管理を徹底してまいります。また、原料調達

拠点の複数化や分散化を推進しております。 
サプライチェーンの分断による原材料

供給停止、収益減少 
小 

慢性 

平均気温上昇による従業員の生産

性悪化、冷房コスト増加 小 

 デジタル技術を活用し、効率的な労働環境の

整備を行い、社員の健康管理等を強化してい

きます。 

※財務的な影響度を定量化しておりませんが、全社的な影響度が大きいと考えリスクとして管理しております。 

 

 



機会 内容 
財務

影響 
対応策（取り組み） 

機会 

資源効率 

自動化設備や省エネ生産設備の導

入によるエネルギー使用量削減及び

製造コストの削減 
中 

 2030 年までの CO2 削減目標の達成に向けて

製造や輸送の効率化を行うことで、収益の向

上につなげてまいります。 

積載率向上や輸出手段の鉄道・船・

電気自動車への転換等による物流

効率化向上、コスト削減 
中 

 輸送においては、より環境にやさしい輸送手段

への転換を進めるとともに、積載率の向上を行

うことで、CO2 の排出抑制及び輸送コストの削

減を行います。 

リーンな工程設計・単一工程化などエ

ネルギー効率の高い工程設計によるコ

スト削減 
中 

 単一工程化等を推進し、生産効率を高めるこ

とで、省エネルギーかつ低コストによる生産体制

を目指します。 

単一素材による製品ラインナップ強化

によるリサイクル製品の売上拡大、製

造コスト削減 
中 

 モノマテリアル製品の開発に注力し、廃棄が少

なくリサイクル効率の高い製品設計を行うこと

で、効果的に原価低減を実現します。 

エネルギー源 

脱炭素化対策への対応による炭素

税負荷低減、公的インセンティブの活

用 

中 

 CO2 削減を推し進めることによる炭素税の負荷

軽減に加え、公的インセンティブの活用を積極

的に行い、事業へのメリットを見出します。 

省エネ活動、安価で高品質の再生可

能エネルギー・水素の調達、リサイクル

活動の強化による企業イメージ向上 
中 

 CO2削減への積極的な取り組みを行うことで企

業イメージの向上を図り、お客様から取引先と

して選んでいただくことで、売上高の向上を目指

します。 

製品と 

サービス 

顧客製品の CO2 排出削減に貢献で

きる製品提供によるビジネスの獲得・

売上増加 

大 

 ニーズが高まる環境配慮型製品を積極展開す

ることで、収益の向上を目指します。 

・モノマテリアル製品、リサイクル製品 

https://flowpack.zacros.co.jp/next_solut

ion/index.html  

・EV・再生可能エネルギー等に用いる蓄電池

関連製品 

https://www.zacros.co.jp/product/zef/ 

・ゼロエネルギー住宅/ビル化に伴う空調関連

製品 

・次世代太陽光発電設備の販売 

 また、CO2 の吸収・固定化等のカーボンネガテ

ィブに資する製品や事業について検討を開始し

ており、将来的な競争優位の獲得を目指しま

す。 

市場 

低炭素製品や再生可能性品・サービ

スによる新市場開拓、新興国の脱炭

素化ニーズが高まり参入機会が拡大 
※ 

 脱炭素化のニーズが今後高まっていくと考えら

れる新興国を中心とした地域への進出を積極

的に行うことで、グローバル規模での収益拡大

を目指します。 

レジリエンス 

暑熱対策関連事業の拡大、感染症

対策関連事業の拡大、水・食料供

給関連事業の拡大、災害に強い住

宅ニーズの高まり 

大 

 暑熱対策や感染症対策、水・食料供給、災

害対策に関する製品の売上拡大を目指しま

す。 

https://flowpack.zacros.co.jp/next_solution/index.html
https://flowpack.zacros.co.jp/next_solution/index.html
https://www.zacros.co.jp/product/zef/


災害対策製品需要の増加に伴う関

連製品（遮水シート、膜材製品、

EC 品等）の用途拡大・販売拡大 中 

・熱マネジメント関連製品 

・熱効率の良い建材関連製品 

・医薬品製造用資材関連製品 

・細胞培養技術関連製品 

・災害対策に効果的な膜材製品 

※財務的な影響度を定量化しておりませんが、全社的な影響度が大きいと考え機会として管理しております。 

 

 

  



3. リスク管理 

気候関連リスクの分析・特定・評価についてはサステナビリティ委員会が中心となり、実施しております。具体的にはサス

テナビリティ委員会の委員長に任命されたサステナビリティ推進責任者が、各部門長であるサステナビリティ推進委員を通じ

て気候変動関連リスクの分析、評価、特定を行い、その対応の実施状況を監督し、サステナビリティ委員会に報告してい

ます。サステナビリティ委員会は代表取締役社長を委員長としており、報告された気候変動関連リスクについては、適宜、

必要に応じて各事業部門等に対応策の指示・報告等を実施しております。 

また、当社グループではコンプライアンス・リスク管理委員会がグループ全体のリスク管理を統括・推進する体制としており、

各種リスクを定量的に把握し、対応を進めております。サステナビリティ委員会とコンプライアンス・リスク管理委員会は両委

員会とも代表取締役社長が委員長を務めており、気候関連リスクに関しても連携して対応しております。 

 

4. 指標と目標 

当社グループは CO2 排出量目標を以下の通りとします。 

2030 年度：CO2 排出量（Scope1 + 2）の 2014 年度対比で 50％以上の削減（原単位：排出量/付加価値） 

2050 年度：カーボンニュートラル（Scope1 + 2） 

 

当社グループでは、気候変動対策には事業活動による CO2 排出量の削減に加えて、社会の CO2 排出量の削減に貢

献する技術開発や事業推進が重要と考え、グループ全体で取り組んでいきます。 

 

【CO2 排出量の推移と CO2 排出量削減策】 

 

 
当社は、情報電子事業本部の主力工場である昭和事業所（群馬県昭和村）の駐車場などに太陽光パネル発電設

備を導入し、2022 年 4 月 1 日より稼働しております。引き続き、各事業所において、太陽光パネルの導入や省エネルギ

ー設備の導入などによる CO2 排出量削減策に取り組んで参ります。 

以上 


